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1. 概要 
本計算書は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成

の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，代替原子炉補機冷却系の管，支持構造物及

び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものであ

る。 

評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。 

(1) 管 

設計及び工事の計画書に記載される範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点

評価結果を解析モデル単位に記載する。また，全 12 モデルのうち，各応力区分における最

大応力評価点の許容値／発生値 (以下「裕度」という。) が最小となる解析モデルを代表と

して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果

及び全モデルの評価結果を 4.2.4 に記載する。 

(2) 支持構造物 

設計及び工事の計画書に記載される範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大

となる支持点の評価結果を代表として記載する。 

(3) 弁 

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁

を代表として評価結果を記載する。  
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記号例 内容 

（太線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管のう

ち，本計算書記載範囲の管 

（細線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管のう

ち，本系統の管であって他計算書記載範囲の管 

（破線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲外の管又

は設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管の

うち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すた

めに表記する管 

 鳥瞰図番号 

 アンカ 
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記号例 内容 

 
設計及び工事の計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲

の管 

 
設計及び工事の計画書記載範囲外の管 

 
設計及び工事の計画書記載範囲の管のうち，他系統の管であっ

て本系統に記載する管 

 質点 

 アンカ 

 

レストレイント 

（矢印は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を

示す。スナッバについても同様とする。） 

 スナッバ 

 ハンガ 

 

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内

に変位量を記載する。） 

 

 

 

申請範囲外 

＊ 

○○○系 

K
6
 
①

 
Ⅵ

-
2
-
5
-
6
-
2
-
1
 
(
重

)
 
R
0

8







 

3. 計算条件 

3.1 計算方法 

管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，「ＩＳ

ＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類*1 

設備 

分類*2 

機器等 

の区分 

耐震 

重要度 

分類 

荷重の組合せ*3 
許容応力 

状態*4 

原子炉 

冷却系統 

施設 

原子炉補機冷却設備 
代替原子炉補機 

冷却系 
ＳＡ 

常設耐震／防止 
常設/緩和 

重大事故等 

クラス２管 
― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ 

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設/緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。 

＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-2-1 (重) R0

1
2



 3.3　設計条件

      鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管名称で区分し,管名称と対応する評価点番号を示す。

鳥　瞰　図　　　　ＲＣＷ－０４０

管名称 材料
耐震

重要度分類

   1 1.37 70 267.4 9.3 SUS304TP － 191400

   2 1.37 70 216.3 8.2 SUS304TP － 191400

最高使用圧力
(MPa)

最高使用温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

縦弾性係数
(MPa)
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      管名称と対応する評価点
      評価点の位置は鳥瞰図に示す。

鳥　瞰　図　　　　ＲＣＷ－０４０

管名称

   1   1   2   3   4   5   6   7                                 

   2   7   8   9  10  11  12  13  14  15  16  17  18  19  20  21 

      22  23  24  25  26  27  28  29  30  31 900 901             

対　応　す　る　評　価　点
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　　　配管の質量（配管の付加質量及びフランジの質量を含む）

鳥　瞰　図　　　　ＲＣＷ－０４０

評価点の質量を下表に示す。

評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg)

  1     8      15     22     29    

  2      9     16     23     30    

  3     10     17     24     31    

  4     11     18     25    900    

  5     12     19     26    901    

  6     13     20     27             

  7      14     21     28             
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   　 支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　　　　ＲＣＷ－０４０

支持点部のばね定数を下表に示す。

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     2   

     9   

    16   

    22   

    28   

   900   

   901   

支持点番号 各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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3.4 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

 許容応力 

(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SUS304TP 70 ― 186 473 ― 
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3.5 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。 

なお，設計用床応答曲線はⅥ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したもの

を用いる。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 (m) 減衰定数(%) 

RCW-040 タービン建屋 
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4.　解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥　瞰　図　　　　ＲＣＷ－０４０　　　

   1 次                

   2 次                

   3 次                

   4 次                

   5 次                

   6 次                

   7 次                

   8 次    

            

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。
　　＊2：Ｓｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

適用する地震動等 Ｓｓ

応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向
モード

固有周期
(s)

動的震度＊2

K6 ① Ⅵ-2-5-6-2-1 (重) R0

1
9



　各モードに対応する刺激係数
　
鳥　瞰　図　　　　ＲＣＷ－０４０　　　

   1 次             

   2 次             

   3 次             

   4 次             

   5 次             

   6 次             

   7 次             

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数＊

Ⅹ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

K6 ① Ⅵ-2-5-6-2-1 (重) R0

2
0



 

 

  

代表的振動モード図 

振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図示し，

次ページ以降に示す。 
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 4.2　評価結果

   4.2.1　管の応力評価結果

          下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

ⅤＡＳ  10 Ｓｐｒｍ(Ｓｓ)  173  425 ― ― ―

ⅤＡＳ  10 Ｓｎ(Ｓｓ) ― ―  326  372 ―

ＲＣＷ－０４０

一次＋二次応力評価
(MPa)

疲労評価

計算応力

Ｓｐｒｍ(Ｓｓ)

許容応力

0.9・Ｓｕ

計算応力

Ｓｎ(Ｓｓ)

許容応力

2・Ｓｙ

疲労累積係数

ＵＳｓ

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価
(MPa)

K6 ① Ⅵ-2-5-6-2-1 (重) R0
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

評価結果 

計算 

荷重 

(kN) 

許容 

荷重 

(kN) 

― ― ― 

Ⅵ-2-1-12「配管及び支

持構造物の耐震計算に

ついて」参照 

― ― 

 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(kN) モーメント（kN∙m） 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

RCW-045-008R レストレイント ラグ SUS304 90 173 11 15 ─ ─ ─ 曲げ 308 410 

RCW-043-001A アンカ ラグ SGV410 90 55 132 35 38 31 44 曲げ 112 468 

 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-2-1 (重) R0
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

 

弁番号 形式 要求機能 

機能維持評価用 

加速度 

(×9.8m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8m/s2) 

構造強度評価結果 

(MPa) 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-2-1 (重) R0
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を

記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果(重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管) 

No. 
配管 

モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評
価
点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代
表 

評
価
点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代
表 

評
価
点 

疲労 

累積 

係数 

代
表 

1 RCW-040 10 173 425 2.45 〇 10 326 372 1.14 〇 － － － 

2 RCW-041 1 34 425 12.50 － 1 65 372 5.72 － － － － 

3 RCW-042 32 114 366 3.21 － 1 222 458 2.06 － － － － 

4 RCW-043 6 111 364 3.27 － 6 200 444 2.22 － － － － 

5 RCW-044 8 21 405 19.28 － 8 12 350 29.16 － － － － 

6 RCW-045 22 94 405 4.30 － 900 206 350 1.69 － － － － 

7 RCW-046 900 144 425 2.95 － 900 271 372 1.37 － － － － 

8 RCW-047 1 18 425 23.61 － 1 10 372 37.20 － － － － 

9 RCW-048 15 116 366 3.15 － 15 207 458 2.21 － － － － 

10 RCW-049 19 122 364 2.98 － 19 233 444 1.90 － － － － 

11 RCW-050 6 19 405 21.31 － 6 10 350 35.00 － － － － 

12 RCW-051 900 69 405 5.86 － 900 155 350 2.25 － － － － 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-2-1 (重) R0E
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1. 概要 

本説明書は，計測制御系統施設の耐震計算の手法及び条件の整理について説明するものであ

る。 

 

2. 耐震評価条件整理 

計測制御系統施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震重要度分類，重大事故等対処設備

の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手法及び条件に

ついて，既に認可を受けた実績との差異の有無を整理した。また，重大事故等対処設備のうち，

設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処設備の評価条件と設計基準対象施設の

評価条件の差異の有無を整理した。結果を表1に示す。 

計測制御系統施設の耐震計算は表1に示す計算書に記載することとする。 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（1/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

制
御
材 

― 
ボロンカーバイド型

制御棒 
Ｓ 無 Ⅵ-2-6-2-1 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-6-2-1 

制
御
材
駆
動
装
置 

― 制御棒駆動機構 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-3-1 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-6-3-1 

制
御
棒
駆
動
系 

水圧制御ユニット Ｓ 無 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 

主要弁 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-3-2-1-2 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-6-3-2-1-2 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-6-3-2-1-2 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-6-3-2-1-2 

原子炉格納容器配管

貫通部（原子炉格納

施設に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-2-12 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（2/24） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

ほ
う
酸
水
注
入
設
備 

ほ
う
酸
水
注
入
系 

ほう酸水注入系ポンプ Ｓ 無 Ⅵ-2-6-4-1-1 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-6-4-1-1 

ほう酸水注入系貯蔵 

タンク 
Ｓ 無 Ⅵ-2-6-4-1-2 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-6-4-1-2 

主要弁 Ｓ 無 Ⅵ-2-6-4-1-3 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-6-4-1-3 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-6-4-1-3 

炉心支持構造物 

（炉心支持構造物に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-3-2-3 

原子炉圧力容器（原子

炉圧力容器に記載） 
― ―＊2 ― 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-3-3-1-3 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（3/24） 

 

 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

ほ
う
酸
水
注
入
設
備 

ほ
う
酸
水
注
入
系 

高圧炉心注水スパージャ

（原子炉圧力容器内部構

造物に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-3-3-3-3 

高圧炉心注水系配管（原

子炉圧力容器内部）（原

子炉圧力容器内部構造物

に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-3-3-3-3 

原子炉格納容器配管貫通

部（原子炉格納施設に記

載） 

Ｓ 無 Ⅵ-2-9-2-12 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-9-2-12 

制
御
用
空
気
設
備 

高
圧
窒
素
ガ
ス
供

給
系 

主配管 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-6-1-1 ― ― ― 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（4/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

制
御
用
空
気
設
備 

逃
が
し
安
全
弁
の
作
動
に
必
要
な
窒
素
ガ
ス
喪
失
時
の
減
圧
設
備 

主蒸気逃がし安全弁 

逃がし弁機能用アキュム

レータ（原子炉冷却系統

施設に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-2-1-1 

主蒸気逃がし安全弁自動

減圧機能用アキュムレー

タ（原子炉冷却系統施設

に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-2-1-1 

主配管 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-6-6-2-1 

原子炉格納容器配管貫通

部（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-2-12 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（5/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

計
測
装
置 

起動領域モニタ Ｓ 無 Ⅵ-2-6-5-1 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-6-5-1 

出力領域モニタ Ｓ 無 Ⅵ-2-6-5-2 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-6-5-2 

高圧炉心注水系ポンプ吐出圧力 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

（DB拡張） 
― Ⅵ-2-6-5-3 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

（DB拡張） 
― Ⅵ-2-6-5-4 

残留熱除去系熱交換器入口温度 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

（DB拡張） 
― Ⅵ-2-6-5-5 

残留熱除去系熱交換器出口温度 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

（DB拡張） 
― Ⅵ-2-6-5-6 

復水補給水系温度（代替循環冷

却） 
― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-5-7 

残留熱除去系系統流量 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-5-8 
常設／防止 

（DB拡張） 
無 Ⅵ-2-6-5-8 

原子炉隔離時冷却系系統流量 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-5-9 
常設／防止 

（DB拡張） 
無 Ⅵ-2-6-5-9 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（6/24） 

 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

計
測
装
置 

高圧炉心注水系系統流量 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-5-10 
常設／防止 

（DB拡張） 
無 Ⅵ-2-6-5-10 

高圧代替注水系系統流量 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-11 

復水補給水系流量 

（RHR A 系代替注水流量） 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-12 

復水補給水系流量 

（RHR B 系代替注水流量） 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-13 

原子炉圧力 

Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-5-14 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅵ-2-6-5-14 

原子炉圧力（SA） ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-15 

原子炉水位（狭帯域） Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（7/24） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

計
測
装
置 

原子炉水位（広帯域） Ｓ 
―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

―＊2 Ⅵ-2-6-5-16 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅵ-2-6-5-16 

原子炉水位（燃料域） Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-5-17 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅵ-2-6-5-17 

原子炉水位（SA） ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-18 

格納容器内圧力 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

格納容器内圧力（D/W） ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-19 

格納容器内圧力（S/C） ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-20 

ドライウェル雰囲気温度 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-21 

サプレッションチェンバ気体 

温度 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-22 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（8/24） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

計
測
装
置 

サプレッションチェンバプール

水温度 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-23 

格納容器内酸素濃度 Ｓ 無 Ⅵ-2-6-5-24 常設／緩和 有 Ⅵ-2-6-5-24 

格納容器内水素濃度 Ｓ 無 Ⅵ-2-6-5-25 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-6-5-25 

格納容器内水素濃度（SA） ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-26 

復水貯蔵槽水位（SA） ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-27 

原子炉系炉心流量 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

制御棒駆動機構充てん水圧力 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

復水補給水系流量 

（格納容器下部注水流量） 
― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-5-28 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（9/24） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

計
測
装
置 

サプレッションチェンバプール

水位 

Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-5-29 

格納容器下部水位 ― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-5-30 

原子炉建屋水素濃度 ― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-5-31 

原
子
炉
非
常
停
止
信
号 

原子炉圧力高 Ｓ ―＊2 
Ⅵ-2-6-1 

Ⅵ-2-6-5-14 
― ― ― 

原子炉水位低 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

ドライウェル圧力高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

中性子束高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-5-2 ― ― ― 

原子炉周期（ペリオド）短 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-5-1 ― ― ― 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（10/24） 

 
 

 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

原
子
炉
非
常
停
止
信
号 

中性子束計装動作不能 Ｓ ―＊2 
Ⅵ-2-6-5-1 

Ⅵ-2-6-5-2 
― ― ― 

炉心流量急減 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

制御棒駆動機構充てん水圧力低 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

主蒸気管放射能高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-8-1 ― ― ― 

主蒸気隔離弁閉 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-5-2-1-2 ― ― ― 

地震加速度大 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（11/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

工
学
的
安
全
施
設
等
の
起
動
信
号 

主
蒸
気
隔
離
弁 

原子炉水位低（レベル

1.5） 
Ｓ ―＊2 

Ⅵ-2-6-1 

Ⅵ-2-6-5-16 
― ― ― 

主蒸気管放射能高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-8-1 ― ― ― 

主蒸気管トンネル温度高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

主蒸気管流量大 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

そ
の
他
の
原
子
炉
格

納
容
器
隔
離
弁
（
1
） 

ドライウェル圧力高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

原子炉水位低（レベル 3） Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（12/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

工
学
的
安
全
施
設
等
の
起
動
信
号 

そ
の
他
の
原
子
炉
格

納
容
器
隔
離
弁
（
2
） 

原子炉水位低（レベル 3） Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

そ
の
他
の
原
子
炉
格

納
容
器
隔
離
弁
（
3
） 

原子炉水位低（レベル 2） Ｓ ―＊2 
Ⅵ-2-6-1 

Ⅵ-2-6-5-16 
― ― ― 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（13/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象施

設との評価条件

の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

工
学
的
安
全
施
設
等
の
起
動
信
号 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系 

燃料取替エリア排気放

射能高 
Ｓ 無 Ⅵ-2-8-1 ― ― ― 

原子炉区域換気空調系

排気放射能高 
Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-8-1 ― ― ― 

ドライウェル圧力高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

原子炉水位低（レベル

3） 
Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

原
子
炉
隔
離
時 

冷
却
系 

ドライウェル圧力高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

原子炉水位低（レベル

1.5） 
Ｓ ―＊2 

Ⅵ-2-6-1 

Ⅵ-2-6-5-16 
― ― ― 

高
圧
炉
心 

注
水
系 

ドライウェル圧力高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

原子炉水位低（レベル

1.5） 
Ｓ ―＊2 

Ⅵ-2-6-1 

Ⅵ-2-6-5-16 
― ― ― 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（14/24） 

 
  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象施

設との評価条件

の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

工
学
的
安
全
施
設
等
の
起
動
信
号 

残
留
熱
除
去
系 

低
圧
注
水
系 

ドライウェル圧力高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

原子炉水位低（レベル

1） 
Ｓ ―＊2 

Ⅵ-2-6-1 

Ⅵ-2-6-5-16 
― ― ― 

自
動
減
圧
系 

ドライウェル圧力高 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-1 ― ― ― 

原子炉水位低（レベル

1） 
Ｓ ―＊2 

Ⅵ-2-6-1 

Ⅵ-2-6-5-16 
― ― ― 

A
T
W
S

緩
和
設
備
（
代
替 

制
御
棒
挿
入
機
能
） 

検出器 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― 
Ⅵ-2-6-5-15 

Ⅵ-2-6-7-1 

ATWS 緩和設備制御盤 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-6-7-1 

代替制御棒挿入機能用

電磁弁 
― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-6-7-1 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（15/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

工
学
的
安
全
施
設
等
の
起
動
信
号 

A
T
W
S

緩
和
設
備
（
代
替
冷
却
材 

再
循
環
ポ
ン
プ
・
ト
リ
ッ
プ
機
能
） 

検出器 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― 

Ⅵ-2-6-5-15 

Ⅵ-2-6-7-1 

Ⅵ-2-6-7-2 

原子炉冷却材再循環 

ポンプ可変周波数 

電源装置主回路 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-6-7-2 

原子炉冷却材再循環 

ポンプ可変周波数 

電源装置制御盤 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-6-7-2 

代
替
自
動
減
圧
ロ
ジ
ッ
ク

（
代
替
自
動
減
圧
機
能
） 

検出器 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― 
Ⅵ-2-6-5-16 

Ⅵ-2-6-7-3 

安全系多重伝送盤 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-6-7-3 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（16/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

盤 

ESF 盤 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-4 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

常設／防止 

(DB 拡張) 

有 Ⅵ-2-6-7-4 

安全保護系盤 Ｓ 無 Ⅵ-2-6-7-4 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-6-7-4 

中央制御室外原子炉停止

制御盤 
Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-4 ― ― ― 

中央運転監視盤 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-4 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

常設／防止 

（DB拡張） 

有 Ⅵ-2-6-7-4 

運転監視補助盤 Ｓ 無 Ⅵ-2-6-7-4 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

常設／防止 

（DB拡張） 

有 Ⅵ-2-6-7-4 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（17/24） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

盤 

原子炉系記録計盤 Ｃ ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／防止 

常設／緩和 

― Ⅵ-2-6-7-4 

格納容器補助盤 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-4 

高圧代替注水系制御盤 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-4 

使用済燃料貯蔵プール 
水位・温度（SA 広域）監視

制御盤 

Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-4 

格納容器圧力逃がし装置

制御盤 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-4 

フィルタ装置出口放射線

モニタ前置増幅器盤 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-4 

起動領域モニタ前置増幅

器盤 
Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-4 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-6-7-4 

核計装系盤 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-4 常設耐震／防止 有 Ⅵ-2-6-7-4 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（18/24） 

 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

盤 

安全系プロセス放射線モ

ニタ盤 
Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-4 ― ― ― 

格納容器内雰囲気モニタ

盤 
Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-4 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-6-7-4 

格納容器内水素モニタ盤 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-4 

事故時放射線モニタ盤 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-4 

使用済燃料貯蔵プール監

視カメラ制御架 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-4 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（19/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

安
全
パ
ラ
メ
ー
タ
表
示
シ
ス
テ
ム

（S
P
D
S

）
（6,

7

号
機
共
用
） 

緊急時対策支援 

システム伝送装置 
Ｃ ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-7-6 

SPDS 表示装置 Ｃ ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-7-6 

メッシュ型アンテナ Ｃ ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-7-6 

通信収容架 Ｃ ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-7-6 

データ伝送設備 Ｃ ―＊2 ― 常設／その他 ― Ⅵ-2-6-7-7 

津
波
監
視 

カ
メ
ラ 

津波監視カメラ Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-10-2-4-4 ― ― ― 

津波監視カメラ制御架 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-10-2-4-4 ― ― ― 

データ表示装置（中央制御室待

避室） 
― ―＊2 ― 常設／その他 ― Ⅵ-2-6-7-8 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（20/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

衛
星
電
話
設
備
（
常
設
） 

アンテナ Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-9 

通信収容架 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-9 

衛
星
電
話
設
備
（
常
設
）

（
中
央
制
御
室
待
避
室
） 

アンテナ ― ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-10 

通信収容架 ― ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-10 

衛
星
電
話
設
備
（
常
設
）

（6
,
7

号
機
共
用
） 

アンテナ Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-11 

通信収容架 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-11 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1 R0 

2
2
 

表 1 耐震評価条件整理一覧表（21/24） 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

無
線
連
絡
設
備
（
常
設
） 

アンテナ Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-12 

通信収容架 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-12 

無
線
連
絡
設
備
（
常
設
）

（
中
央
制
御
室
待
避
室
） 

アンテナ ― ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-13 

通信収容架 ― ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-13 

無
線
連
絡
設
備
（
常
設
）

（6
,
7

号
機
共
用
） 

アンテナ Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-14 

通信収容架 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-14 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（22/24） 

 

  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
用
い
た
通
信
連
絡
設
備 

（
テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
，IP

-

電
話
機
及
びIP

-
F
AX

） 

衛星無線通信装置用アン

テナ 
Ｃ ―＊2 ― 常設／その他 ― Ⅵ-2-6-7-15 

テレビ会議システム用デ

ィスプレイ 
Ｃ ―＊2 ― 常設／その他 ― Ⅵ-2-6-7-15 

テレビ会議システム用カ

メラ 
Ｃ ―＊2 ― 常設／その他 ― Ⅵ-2-6-7-15 

通信収容架 Ｃ ―＊2 ― 常設／その他 ― Ⅵ-2-6-7-15 

通信端末収容台 Ｃ ―＊2 ― 常設／その他 ― Ⅵ-2-6-7-15 

5 号機屋外緊急連絡用インター

フォン 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-16 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（23/24） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

原子炉圧力容器温度 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-17 

フィルタ装置水位 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-18 

フィルタ装置入口圧力 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-19 

フィルタ装置水素濃度 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-20 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-21 

フィルタ装置スクラバ水 pH ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-22 

原子炉補機冷却水系系統流量 Ｃ ―＊2 ― 
常設／防止 

（DB拡張） 
― Ⅵ-2-6-7-23 

残留熱除去系熱交換器入口 

冷却水流量 
Ｃ ―＊2 ― 

常設／防止 

（DB拡張） 
― Ⅵ-2-6-7-24 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（24/24） 

注記＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止（DB 拡張）」は常設重大事故

防止設備（設計基準拡張），「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び「常設／その他」は常設耐

震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備以外の常設重大事故等対処設備を示す。 

＊2 ：本設計及び工事の計画で新規に申請する設備であることから，差異比較の対象外。 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準施行

前に認可された

実績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設 

そ
の
他
の
計
測
制
御
系
統
施
設 

復水移送ポンプ吐出圧力 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-7-25 

静的触媒式水素再結合器 

動作監視装置 
― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-7-26 

格納容器内ガスサンプリングポ

ンプ 
Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-27 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-6-7-27 

格納容器内ガス冷却器 Ｓ ―＊2 Ⅵ-2-6-7-28 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-6-7-28 
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3. 技術基準規則第 5条の要求事項の変更に伴う評価対象設備の耐震計算 

 

3.1 耐震計算の概要 

本章は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方

針に基づき，計測制御系統施設のうち，技術基準規則第 5条の要求事項の変更に伴う評価対象

設備である以下の設備について設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを説明するものである。計算結果を次ページ以降に示す。 

 

  (1) 原子炉圧力の耐震性についての計算書 

  (2) 原子炉水位（狭帯域）の耐震性についての計算書 

  (3) 原子炉水位（広帯域）の耐震性についての計算書 

  (4) 格納容器内圧力の耐震性についての計算書 

  (5) 原子炉系炉心流量の耐震性についての計算書 

  (6) 制御棒駆動機構充てん水圧力の耐震性についての計算書 

  (7) サプレッションチェンバプール水位の耐震性についての計算書 

  (8) 地震加速度の耐震性についての計算書 

  (9) 主蒸気管トンネル温度の耐震性についての計算書 

  (10) 主蒸気管流量の耐震性についての計算書 
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（1） 原子炉圧力の耐震性についての計算書



  

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
6
-
1(
1
)
 R
0 

目  次 

 

1. 概要  ········································································  1 

2. 一般事項  ····································································  1 

2.1 構造計画  ··································································  1 

3. 固有周期  ····································································  3 

3.1 固有周期の確認  ····························································  3 

4. 構造強度評価  ································································  4 

4.1 構造強度評価方法  ··························································  4 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 ···················································  4 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態  ···········································  4 

 4.2.2 許容応力  ······························································  4 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件  ·············································  4 

4.3 計算条件  ··································································  4 

5. 機能維持評価  ································································  8 

5.1 電気的機能維持評価方法  ····················································  8 

6. 評価結果  ····································································  9 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果  ···········································  9 

 



  

1 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
6
-
1(
1
)
 R
0 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉圧力が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有している

ことを説明するものである。 

原子炉圧力は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準対象

施設としての構造強度評価および電気的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉圧力が設置される計装ラックは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立

形であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計

算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉圧力の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより取付板に固定さ

れ，取付板は，取付板取

付ボルトにより計装ラッ

クに固定される。 

計装ラックは，チャンネ

ルベースにラック取付ボ

ルトで設置する。 

 

弾性圧力検出器 【原子炉圧力】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

基礎 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

ラック取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 側面 
計装ラック 

 
検出器 

取付板取付ボルト 

計器取付ボルト 

取付板 

1500 600 

1
90
0 
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3. 固有周期 

 3.1 固有周期の確認 

原子炉圧力が設置される計装ラックの水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等によ

り，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，

振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。原子炉圧力が

設置される計装ラックの鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計

装ラックに対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。固有周期

の確認結果を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期           （単位：s） 

原子炉圧力 

（H22-P004） 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

原子炉圧力の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの

耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉圧力の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2のとおり

とする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉圧力（B21-PT007D）の耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常停止

信号 
原子炉圧力高 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

  

＊
 

＊
 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(1) R0 

6
 

表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ  1.5・ｆｔ   1.5・ｆｓ
 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 100 212 373 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉圧力の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラ

ックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

計装ラックに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価

部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度       （×9.8m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉圧力 

（B21-PT007D） 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉圧力の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認し

た。 

 

 (1) 構造強度評価結果 

   構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 (2) 機能維持評価結果 

   電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉圧力（B21-PT007D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

 1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力 
（B21-PT007D） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

 1.2 機器要目 

  1.2.1 原子炉圧力（H22-P004） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

hｉ 
(mm) 

dｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 14 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  6 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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 1.3 計算数値 

  1.3.1 ボルトに作用する力                              （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

 1.4 結論 
  1.4.1 ボルトの応力                                                                             （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

  1.4.2 電気的機能の評価結果                        （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉圧力 
（B21-PT007D） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
 

  



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(1) R0E 

1
2
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 12 

ｈ
2
 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 
12 22 

（ 12≦ 22） 

側面 
（短辺方向） 

（ 12≦ 22） 

Ａ～Ａ矢視図 

ラック取付ボルト 

ラック 
取付ボルト ｈ

2
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(2) 原子炉水位（狭帯域）の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉水位（狭帯域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

原子炉水位（狭帯域）は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設

計基準対象施設としての構造強度評価および電気的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉水位（狭帯域）が設置される計装ラックは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に

記載の直立形であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉水位（狭帯域）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより取付板に固定さ

れ，取付板は，取付板取

付ボルトにより計装ラッ

クに固定される。 

計装ラックは，チャンネ

ルベースにラック取付ボ

ルトで設置する。 

 

差圧式水位検出器 【原子炉水位（狭帯域）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 

原子炉水位 

（狭帯域） 

（H22-P001） 

原子炉水位 

（狭帯域） 

（H22-P002） 

原子炉水位 

（狭帯域） 

（H22-P003） 

原子炉水位 

（狭帯域） 

（H22-P004） 

たて 600 600 600 600 

横 1750 1750 1500 1500 

高さ 1900 1900 1900 1900 

 

(単位：mm) 

基礎 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

ラック取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 
側面 

計装ラック 

 
検出器 

取付板取付ボルト 

計器取付ボルト 

取付板 

横 たて 

高
さ
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

原子炉水位（狭帯域）が設置される計装ラックの水平方向の固有周期は，プラスチックハン

マ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピック

アップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。原子

炉水位（狭帯域）が設置される計装ラックの鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様

な振動特性を持つ計装ラックに対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を

使用する。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

  

表 3－1 固有周期          (単位：s) 

原子炉水位（狭帯域） 

（H22-P001） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

原子炉水位（狭帯域） 

（H22-P002） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

原子炉水位（狭帯域） 

（H22-P003） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

原子炉水位（狭帯域） 

（H22-P004） 

水平  

鉛直 0.05 以下 



  

4 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
6
-
1(
2
)
 R
0 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

原子炉水位（狭帯域）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計

装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位（狭帯域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉水位（狭帯域）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－

2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉水位（狭帯域）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉水位（狭帯域）（B21-LT001A）の耐震性

についての計算結果】，【原子炉水位（狭帯域）（B21-LT001B）の耐震性についての計算結果】，

【原子炉水位（狭帯域）（B21-LT001C）の耐震性についての計算結果】，【原子炉水位（狭帯

域）（B21-LT001D）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(2) R0 

5
 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉水位（狭帯域） Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
原子炉水位低 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全 

施設等の 

起動信号 

その他の原子

炉格納容器 

隔離弁(1) 

原子炉水位低

（レベル 3） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全 

施設等の 

起動信号 

その他の原子

炉格納容器 

隔離弁(2) 

原子炉水位低

（レベル 3） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全 

施設等の 

起動信号 

非常用ガス 

処理系＿ 

原子炉水位低

（レベル 3） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ  1.5・ｆｔ   1.5・ｆｓ
 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 100 212 373 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位（狭帯域）の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-

7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

計装ラックに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価

部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度       (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位（狭帯域） 

（B21-LT001A） 

水平  

鉛直  

原子炉水位（狭帯域） 

（B21-LT001B） 

水平  

鉛直  

原子炉水位（狭帯域） 

（B21-LT001C） 

水平  

鉛直  

原子炉水位（狭帯域） 

（B21-LT001D） 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉水位（狭帯域）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉水位（狭帯域）（B21-LT001A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（狭帯域） 
（B21-LT001A） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（狭帯域）（H22-P001） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 16 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  7 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

 

＊
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                              (単位：MPa) 
 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝7 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（狭帯域） 
（B21-LT001A） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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22 12 

ｈ
2
 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 
12 22 

（ 12≦ 22） 

側面 
（短辺方向） 

（ 12≦ 22） 

Ａ～Ａ矢視図 

ラック取付ボルト 

ラック 
取付ボルト ｈ

2
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【原子炉水位（狭帯域）（B21-LT001B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（狭帯域） 
（B21-LT001B） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（狭帯域）（H22-P002） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 16 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  7 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

 

＊
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                             (単位：MPa) 
 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝7 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（狭帯域） 
（B21-LT001B） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉水位（狭帯域）（B21-LT001C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（狭帯域） 
（B21-LT001C） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（狭帯域）（H22-P003） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 14 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  6 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

＊
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(2) R0 

1
7
 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                              (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（狭帯域） 
（B21-LT001C） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(2) R0 

1
8
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 12 

ｈ
2
 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 
12 22 

（ 12≦ 22） 

側面 
（短辺方向） 

（ 12≦ 22） 

Ａ～Ａ矢視図 

ラック取付ボルト 

ラック 
取付ボルト ｈ

2
 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(2) R0 

1
9
 

【原子炉水位（狭帯域）（B21-LT001D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（狭帯域） 
（B21-LT001D） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（狭帯域）（H22-P004） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 14 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  6 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                              (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（狭帯域） 
（B21-LT001D） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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(3) 原子炉水位（広帯域）の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉水位（広帯域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

原子炉水位（広帯域）は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設

計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉水位（広帯域）が設置される計装ラックは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に

記載の直立形であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉水位（広帯域）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより取付板に固定さ

れ，取付板は，取付板取

付ボルトにより計装ラッ

クに固定される。 

計装ラックは，チャンネ

ルベースにラック取付ボ

ルトで設置する。 

 

差圧式水位検出器 【原子炉水位（広帯域）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 

原子炉水位

（広帯域） 

（H22-P001） 

原子炉水位

（広帯域） 

（H22-P002） 

原子炉水位

（広帯域） 

（H22-P003） 

原子炉水位

（広帯域） 

（H22-P004） 

たて 600 600 600 600 

横 1750 1750 1500 1500 

高さ 1900 1900 1900 1900 

 

(単位：mm)            

基礎 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

 
 

ラック取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 
側面 

計装ラック 

検出器 
取付板取付ボルト 

計器取付ボルト 

取付板 

横 たて 

高
さ
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

原子炉水位（広帯域）が設置される計装ラックの水平方向の固有周期は，プラスチックハン

マ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピック

アップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認した。原子

炉水位（広帯域）が設置される計装ラックの鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様

な振動特性を持つ計装ラックに対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を

使用する。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

          表 3－1 固有周期                 (単位：s) 

 

 

  

原子炉水位（広帯域） 

（H22-P001） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

原子炉水位（広帯域） 

（H22-P002） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

原子炉水位（広帯域） 

（H22-P003） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

原子炉水位（広帯域） 

（H22-P004） 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

原子炉水位（広帯域）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計

装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位（広帯域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉水位（広帯域）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－

2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉水位（広帯域）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003B）の耐震性

についての計算結果】，【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003D）の耐震性についての計算結果】，

【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003E）の耐震性についての計算結果】，【原子炉水位（広帯

域）（B21-LT003G）の耐震性についての計算結果】，【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003H）の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設）（1/2） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉水位（広帯域） Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 
主蒸気隔離弁 

原子炉水位低

（レベル 1.5） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 

その他の原子炉

格納容器隔離弁

(3) 

原子炉水位低

（レベル 2） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 

原子炉隔離時 

冷却系 

原子炉水位低

（レベル 1.5） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 
高圧炉心注水系 

原子炉水位低

（レベル 1.5） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 



 

 

6
 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(3) R0 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設）（2/2） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 

残留熱除去系 

低圧注水系 

原子炉水位低

（レベル 1） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 
自動減圧系 

原子炉水位低

（レベル 1） 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

  

＊
 

＊
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表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ  1.5・ｆｔ   1.5・ｆｓ
 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 100 212 373 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位（広帯域）の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-

7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

計装ラックに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価

部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2)  

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域） 

（B21-LT003B） 

水平  

鉛直  

原子炉水位（広帯域） 

（B21-LT003D） 

水平  

鉛直  

原子炉水位（広帯域） 

（B21-LT003E） 

水平  

鉛直  

原子炉水位（広帯域） 

（B21-LT003G） 

水平  

鉛直  

原子炉水位（広帯域） 

（B21-LT003H） 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉水位（広帯域）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003B） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（広帯域）（H22-P002） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  16 

（M16） 
201.1 16 

212 

（16mm＜径≦40mm） 

373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 

  7 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

 

  

＊
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                               (単位：MPa) 
 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝7 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                          (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003B） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003D） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（広帯域）（H22-P004） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 14 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  6 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                              (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003D） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003E）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003E） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（広帯域）（H22-P001） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 16 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  7 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

 

  

＊
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                            (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                               (単位：MPa) 
 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝7 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝30 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                          (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003E） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003G）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003G） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（広帯域）（H22-P003） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 14 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  6 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

 

＊
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                          (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域） 

（B21-LT003G） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 
12 22 

（ 12≦ 22） 

側面 
（短辺方向） 

（ 12≦ 22） 

Ａ～Ａ矢視図 

ラック取付ボルト 

ラック 
取付ボルト ｈ
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【原子炉水位（広帯域）（B21-LT003H）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003H） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.4.800＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.66 ＣＶ＝0.64 ＣＨ＝1.29 ＣＶ＝1.31 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位（広帯域）（H22-P004） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 14 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  6 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝31 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                          (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉水位（広帯域） 
（B21-LT003H） 

水平方向 1.08  

鉛直方向 1.08  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 



 

 

2
5
 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(3) R0E 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 22 12 

ｈ
2
 

正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 
12 22 

（ 12≦ 22） 

側面 
（短辺方向） 

（ 12≦ 22） 

Ａ～Ａ矢視図 

ラック取付ボルト 

ラック 
取付ボルト ｈ

2
 



  
K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
6
-
1(
4
)
 R
0 

 

(4) 格納容器内圧力の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，格納容器内圧力が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを説明するものである。 

格納容器内圧力は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準

対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，格納容器内圧力が設置される計装ラックは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の

壁掛形であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性について

の計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

格納容器内圧力の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより取付板に固定さ

れ，取付板は，取付板取

付ボルトにより計装ラッ

クに固定される。 

計装ラックは，チャンネ

ルベースにラック取付ボ

ルトで設置する。 

 

弾性圧力検出器 【格納容器内圧力】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

機器名称 
格納容器内圧力 

（H22-P740） 

格納容器内圧力 

（H22-P741） 

格納容器内圧力 

（H22-P742） 

格納容器内圧力 

（H22-P743） 

たて 400 400 400 400 

横 1500 1250 750 750 

高さ 1100 1100 1100 1100 

高
さ
 

取付板 
取付ボルト 

壁 

取付板 

側面 
正面 

計装ラック 
検出器 

計器取付 
ボルト 

横 
たて 

ラック取付ボルト 
チャンネルベース 

 （正面方向） （側面方向） 

検出器 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置

（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であ

ることを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

  

表 3－1 固有周期             （単位：s） 

格納容器内圧力 

（H22-P740） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（H22-P741） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（H22-P742） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 
（H22-P743） 

水平  

鉛直  
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

格納容器内圧力の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラッ

クの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器内圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

格納容器内圧力の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2のと

おりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

格納容器内圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【格納容器内圧力（B21-PT025A）の耐震性につい

ての計算結果】，【格納容器内圧力（B21-PT025B）の耐震性についての計算結果】，【格納容器内

圧力（B21-PT025C）の耐震性についての計算結果】，【格納容器内圧力（B21-PT025D）の耐震性

についての計算結果】，【格納容器内圧力（B21-PT025E）の耐震性についての計算結果】，【格納

容器内圧力（B21-PT025F）の耐震性についての計算結果】，【格納容器内圧力（B21-PT025G）の

耐震性についての計算結果】，【格納容器内圧力（B21-PT025H）の耐震性についての計算結

果】，【格納容器内圧力（T31-PT015）の耐震性についての計算結果】，【格納容器内圧力（T31-

PT017）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設）（1/2） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 格納容器内圧力 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常停止

信号 
ドライウェル圧力高 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 

その他の原子炉

格納容器隔離弁

(1) 

ドライウェル

圧力高 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 

非常用 

ガス処理系 

ドライウェル

圧力高 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 

原子炉隔離時 

冷却系 

ドライウェル

圧力高 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 
高圧炉心注水系 

ドライウェル

圧力高 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

  

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設）（2/2） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 

残留熱除去系 

低圧注水系 

ドライウェル

圧力高 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

工学的安全施設

等の起動信号 
自動減圧系 

ドライウェル

圧力高 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

＊ 

＊ 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(4) R0 

7
 

表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

＊ ＊ 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(4) R0 

8
 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 
ラック取付ボルト 

（H22-P740,P741） 

SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

ラック取付ボルト 

（H22-P742,P743） 

SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 100 194 373 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

格納容器内圧力の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計

装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

計装ラックに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価

部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2)  

評価部位 方向 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025A） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（B21-PT025B） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（B21-PT025C） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（B21-PT025D） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（B21-PT025E） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（B21-PT025F） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（B21-PT025G） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（B21-PT025H） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（T31-PT015） 

水平  

鉛直  

格納容器内圧力 

（T31-PT017） 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

格納容器内圧力の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【格納容器内圧力（B21-PT025A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025A） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.27.000 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 40 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P740） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

12 

（M12） 
113.1 18 

215 

(40mm＜径) 

400 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2）    5 4 215 258 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                                            (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝3 ƒｔｓ２＝161＊ σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝124 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                                            (×9.8m/s2)  
 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025A） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【格納容器内圧力（B21-PT025B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025B） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 40 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P741） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
12 

（M12） 
113.1 16 

215 

(40mm＜径) 

400 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    4 4 215 258 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                                            (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝3 ƒｔｓ２＝161＊ σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝124  τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                                            (×9.8m/s2)  
 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025B） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【格納容器内圧力（B21-PT025C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025C） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.27.000 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 100 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P742） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
12 

（M12） 
113.1 14 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    3 4 194 232 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                                            (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝145＊ σｂ２＝4 ƒｔｓ２＝174＊ 

せん断 τｂ２＝1 ƒｓｂ２＝112 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝134 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                                            (×9.8m/s2)  
 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025C） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【格納容器内圧力（B21-PT025D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025D） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 100 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P743） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
12 

（M12） 
113.1 14 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    3 4 194 232 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                                            (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝145＊ σｂ２＝4 ƒｔｓ２＝174＊ 

せん断 τｂ２＝1 ƒｓｂ２＝112  τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝134 

すべて許容応力以下である。                                           注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
 
1.4.2 電気的機能の評価結果                                             (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025D） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【格納容器内圧力（B21-PT025E）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025E） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.27.000 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 40 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P740） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

12 

（M12） 
113.1 18 

215 

(40mm＜径) 

400 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    5 4 215 258 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                                            (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝3 ƒｔｓ２＝161＊ σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝124 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                                           注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
 
1.4.2 電気的機能の評価結果                                             (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025E） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【格納容器内圧力（B21-PT025F）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025F） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 40 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P741） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
12 

（M12） 
113.1 16 

215 

(40mm＜径) 

400 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    4 4 215 258 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                                            (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝3 ƒｔｓ２＝161＊ σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝124  τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                                           注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
 
1.4.2 電気的機能の評価結果                                             (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025F） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【格納容器内圧力（B21-PT025G）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025G） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.27.000 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 100 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P742） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
12 

（M12） 
113.1 14 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    3 4 194 232 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                                            (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝145＊ σｂ２＝4 ƒｔｓ２＝174＊ 

せん断 τｂ２＝1 ƒｓｂ２＝112 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝134 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                                            (×9.8m/s2)  
 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025G） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【格納容器内圧力（B21-PT025H）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025H） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 100 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P743） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
12 

（M12） 
113.1 14 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    3 4 194 232 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                                            (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝2 ƒｔｓ２＝145＊ σｂ２＝4 ƒｔｓ２＝174＊ 

せん断 τｂ２＝1 ƒｓｂ２＝112  τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝134 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                                            (×9.8m/s2)  
 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（B21-PT025H） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

  



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(4) R0 

3
4
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（正面方向） 
平面 

Ａ 

 

32 

2
2
 

1
2
 

チャンネルベース 

ｈ
2
 

Ａ 

 

ラック 
取付ボルト 

ｈ2 

（側面方向） 
側面 

転倒方向 

ラック 
取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(4) R0 

3
5
 

【格納容器内圧力（T31-PT015）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（T31-PT015） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.27.000 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 40 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P740） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
12 

（M12） 
113.1 18 

215 

(40mm＜径) 

400 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    5 4 215 258 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(4) R0 

3
6
 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                                                                           (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝3 ƒｔｓ２＝161＊ σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝124 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
 

1.4.2 電気的機能の評価結果                                            (×9.8m/s2)  
 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（T31-PT015） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【格納容器内圧力（T31-PT017）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

格納容器内圧力 

（T31-PT017） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.500 

（T.M.S.L.31.700＊） 

  ＣＨ＝0.88 ＣⅤ＝0.73 ＣＨ＝1.75 ＣⅤ＝1.45 40 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 格納容器内圧力（H22-P741） 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
12 

（M12） 
113.1 16 

215 

(40mm＜径) 

400 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 
２ｉ

 

(mm) 
３ｉ 

(mm) ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 
Ｆｉ 
(MPa) 

 Ｆｉ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2）    4 4 215 258 側面方向 側面方向 

 

 

  

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N)  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                                                                           (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝3 ƒｔｓ２＝161＊ σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝124  τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
 

1.4.2 電気的機能の評価結果                                            (×9.8m/s2)  
 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

格納容器内圧力 

（T31-PT017） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

    



 

 

4
0
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（正面方向） 
平面 

Ａ 

 

32 

2
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1
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チャンネルベース 

ｈ
2
 

Ａ 

 

ラック 
取付ボルト 

ｈ2 

（側面方向） 
側面 

転倒方向 

ラック 
取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 
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(5) 原子炉系炉心流量の耐震性についての計算書
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1. 原子炉系炉心流量（B21-FT035A,B21-FT035D） 

1.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，原子炉系炉心流量が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

原子炉系炉心流量は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計

基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉系炉心流量が設置される計装ラックは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記

載の壁掛形であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

原子炉系炉心流量の構造計画を表 1－1に示す。 
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表 1－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより取付板に固定さ

れ，取付板は，取付板取

付ボルトにより計装ラッ

クに固定される。 

計装ラックは，チャンネ

ルベースにラック取付ボ

ルトで設置する。 

 

差圧式流量検出器 【原子炉系炉心流量】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 
原子炉系炉心流量 

（H22-P005） 

原子炉系炉心流量 

（H22-P008） 

たて 500 500 

横 750 750 

高さ 1700 1700 

 

(単位：mm) 

   

取付板 
取付ボルト 

壁 

検出器 
取付板 

側面 
正面 

計装ラック 
検出器 

計器取付 
ボルト 

横 
たて 

ラック取付ボルト 
チャンネルベース 

 （正面方向） （側面方向） 

高
さ
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1.3 固有周期 

1.3.1 固有周期の確認 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装

置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛

であることを確認した。固有周期の確認結果を表 1－2に示す。 

 

表 1－2 固有周期          (単位：s) 

 

  

原子炉系炉心流量 

（H22-P005） 

水平  

鉛直  

原子炉系炉心流量 

（H22-P008） 

水平  

鉛直  
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1.4 構造強度評価 

1.4.1 構造強度評価方法 

原子炉系炉心流量の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計

装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行

う。 

 

1.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉系炉心流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 1－3に示す。 

 

1.4.2.2 許容応力 

原子炉系炉心流量の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 1－

4のとおりとする。 

 

1.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉系炉心流量の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 1－5に示す。 

 

1.4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉系炉心流量（B21-FT035A）の耐震性

についての計算結果】，【原子炉系炉心流量（B21-FT035D）の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 1－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉系炉心流量 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
炉心流量急減 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

  

＊
 

＊
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表 1－4 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ  1.5・ｆｔ   1.5・ｆｓ
 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 1－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 100 212 373 ― 
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1.5 機能維持評価 

1.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉系炉心流量の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 

-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行

う。 

計装ラックに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確

認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－6に示す。 

 

表 1－6 機能確認済加速度       (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉系炉心流量 

（B21-FT035A） 

水平  

鉛直  

原子炉系炉心流量 

（B21-FT035D） 

水平  

鉛直  
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1.6 評価結果 

1.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉系炉心流量の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(5) R0 

1
0
 

【原子炉系炉心流量（B21-FT035A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉系炉心流量 
（B21-FT035A） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200 

（T.M.S.L.-1.700＊） 

  ＣＨ＝0.59 ＣⅤ＝0.63 ＣＨ＝1.36 ＣⅤ＝1.27 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉系炉心流量（H22-P005） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト
（ｉ＝2） 

  
16 

（M16） 
201.1 14 

212 
（16mm＜径≦40mm） 

373 
（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 

２ｉ 

(mm) 

３ｉ 

(mm) 
ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 

Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

   3 4 212 254 側面方向 側面方向 

 

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝4  ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝7  ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉系炉心流量 
（B21-FT035A） 

水平方向 1.12  

鉛直方向 1.06  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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（正面方向） 
平面 

Ａ 
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チャンネルベース 

ｈ
2
 

Ａ 

 

ラック 
取付ボルト 

ｈ2 

（側面方向） 
側面 

転倒方向 

ラック 
取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 
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【原子炉系炉心流量（B21-FT035D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉系炉心流量 
（B21-FT035D） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200 

（T.M.S.L.-1.700＊） 

  ＣＨ＝0.59 ＣⅤ＝0.63 ＣＨ＝1.36 ＣⅤ＝1.27 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉系炉心流量（H22-P008） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト
（ｉ＝2） 

  
16 

（M16） 
201.1 14 

212 
（16mm＜径≦40mm） 

373 
（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ

 

(mm) 

２ｉ 

(mm) 

３ｉ 

(mm) 
ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 

Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

   3 4 212 254 側面方向 側面方向 

 

 

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝4  ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝8  ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉系炉心流量 
（B21-FT035D） 

水平方向 1.12  

鉛直方向 1.06  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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（正面方向） 
平面 

Ａ 

 

32 

2
2
 

1
2
 

チャンネルベース 

ｈ
2
 

Ａ 

 

ラック 
取付ボルト 

ｈ2 

（側面方向） 
側面 

転倒方向 

ラック 
取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 
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2. 原子炉系炉心流量（B21-FT035B,B21-FT035C） 

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，原子炉系炉心流量が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

原子炉系炉心流量は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計

基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉系炉心流量が設置される計装ラックは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記

載の直立形であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

原子炉系炉心流量の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより取付板に固定さ

れ，取付板は，取付板取

付ボルトにより計装ラッ

クに固定される。 

計装ラックは，チャンネ

ルベースにラック取付ボ

ルトで設置する。 

 

差圧式流量検出器 【原子炉系炉心流量】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 
原子炉系炉心流量 

（H22-P006） 

原子炉系炉心流量 

（H22-P007） 

たて 600 600 

横 1250 1000 

高さ 1900 1900 

 

(単位：mm) 

   

基礎 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

ラック取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 
側面 

計装ラック 

 
検出器 

取付板取付ボルト 

計器取付ボルト 

取付板 

横 たて 

高
さ
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2.3 固有周期 

2.3.1 固有周期の確認 

原子炉系炉心流量が設置される計装ラックの水平方向の固有周期は，プラスチックハン

マ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピ

ックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛であることを確認し

た。原子炉系炉心流量が設置される計装ラックの鉛直方向の固有周期は，構造が同等であ

り，同様な振動特性を持つ計装ラックに対する振動試験（自由振動試験）の結果確認され

た固有周期を使用する。固有周期の確認結果を表 2－2に示す。 

 

表 2－2 固有周期          (単位：s) 

 

  

原子炉系炉心流量 

（H22-P006） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

原子炉系炉心流量 

（H22-P007） 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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2.4 構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

原子炉系炉心流量の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計

装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行

う。 

 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉系炉心流量の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 2－3に示す。 

 

2.4.2.2 許容応力 

原子炉系炉心流量の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 2－

4のとおりとする。 

 

2.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉系炉心流量の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 2－5に示す。 

 

2.4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉系炉心流量（B21-FT035B）の耐震性

についての計算結果】，【原子炉系炉心流量（B21-FT035C）の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 2－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉系炉心流量 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
炉心流量急減 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

  

＊
 

＊
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表 2－4 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ  1.5・ｆｔ   1.5・ｆｓ
 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 2－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 100 212 373 ― 
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2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉系炉心流量の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 

-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行

う。 

計装ラックに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確

認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－6に示す。 

 

表 2－6 機能確認済加速度       (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

原子炉系炉心流量 

（B21-FT035B） 

水平  

鉛直  

原子炉系炉心流量 

（B21-FT035C） 

水平  

鉛直  
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2.6 評価結果 

2.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉系炉心流量の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉系炉心流量（B21-FT035B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉系炉心流量 
（B21-FT035B） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.58 ＣⅤ＝0.62 ＣＨ＝1.18 ＣⅤ＝1.24 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉系炉心流量（H22-P006） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  16 
（M16） 

201.1 12 
212 

（16mm＜径≦40mm） 
373 

（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  5 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

＊
 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝7  ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝26  ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉系炉心流量 
（B21-FT035B） 

水平方向 0.98  

鉛直方向 1.05  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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正面 
（長辺方向） 
転倒方向 

Ａ Ａ 

チャンネルベース 
12 22 

（ 12≦ 22） 

ｈ
2
 

側面 
（短辺方向） 

（ 12≦ 22） 

Ａ～Ａ矢視図 

ラック取付ボルト 

 

ラック 
取付ボルト 
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【原子炉系炉心流量（B21-FT035C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉系炉心流量 
（B21-FT035C） 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.58 ＣⅤ＝0.62 ＣＨ＝1.18 ＣⅤ＝1.24 100 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉系炉心流量（H22-P007） 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
16 

（M16） 
201.1 10 

212 
（16mm＜径≦40mm） 

373 
（16mm＜径≦40mm） 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

 Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  4 
212 254 長辺方向 長辺方向 

  1 

 

 

＊
 

注記＊：基準床レベルを示す。 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ラック取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝9  ƒｔｓ２＝159＊ σｂ２＝29  ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝122 τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝146 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

原子炉系炉心流量 
（B21-FT035C） 

水平方向 0.98  

鉛直方向 1.05  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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側面 
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Ａ～Ａ矢視図 

ラック取付ボルト 

 

ラック 
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(6) 制御棒駆動機構充てん水圧力の耐震性についての計算書 
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1. 制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011A） 

1.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，制御棒駆動機構充てん水圧力が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

制御棒駆動機構充てん水圧力は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。

以下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

制御棒駆動機構充てん水圧力の構造計画を表 1－1に示す。 
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表 1－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより取付板に固定さ

れ，取付板は，取付板取

付ボルトにより計器スタ

ンションに固定される。 

計器スタンションは，溶

接により基礎に埋め込ま

れた埋込金物に設置す

る。 

 

弾性圧力検出器 【制御棒駆動機構充てん水圧力】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

正面 側面 

検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器取付ボルト 

計器 
スタンション 

基礎 
（壁面） 

（正面方向） （側面方向） 

150 

8
50
 

422 

溶接部 

溶接部 

溶接部 

埋込金物 

埋込金物 

基礎 
（壁面） 

平面 
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1.2.2 評価方針 

制御棒駆動機構充てん水圧力の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定

した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「1.2.1 構造計画」にて示す制御棒

駆動機構充てん水圧力の部位を踏まえ「1.3 評価部位」にて設定する箇所において，「1.4 

固有周期」で確認した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まる

ことを，「1.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，制御棒

駆動機構充てん水圧力の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であ

ることを，「1.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「1.7 評価結果」に示す。 

制御棒駆動機構充てん水圧力の耐震評価フローを図 1－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 制御棒駆動機構充てん水圧力の耐震評価フロー 

  

検出器の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

支持構造物の構造強度評価 

地震時における応力 

設計用地震力 

固有周期 
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1.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 
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1.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

a 

Ａｗ 

Ａｗ１ 

 

Ａｗ２ 

ｂ１,ｂ２ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆ 

Ｆ

＊  

Ｆｗ 

Ｆｗ１ 
 

Ｆｗ２ 

 
ƒｓｗ 

ƒｔｗ 

ƒｗ 

g 

ｈ２ 

３ 

ａ 

ｂ 

ｍ 

ｎ 

ｎｆH 

ｎｆＶ 

Ｑｗ 

Ｑｗ１ 

Ｑｗ２ 

s 

溶接部の有効のど厚 

溶接部の有効断面積 

壁掛形計器スタンションの据付面に対し左右方向の水平方向地震によ

り作用する応力に対する溶接部の有効断面積 

鉛直方向地震により作用する応力に対する溶接部の有効断面積 

溶接の有効長さ 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1) に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 

溶接部に作用する引張力 

鉛直方向地震及び壁掛形計器スタンションの据付面に対し左右方向の

水平方向地震により溶接部に作用する引張力 

鉛直方向地震及び壁掛形計器スタンションの据付面に対し前後方向の

水平方向地震により溶接部に作用する引張力 

溶接部の許容せん断応力 

溶接部の許容引張応力 

溶接部の許容組合せ応力 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面から重心までの距離 

重心と下側溶接部端部との距離 

側面（左右）溶接部間の距離 

下側溶接部端部と上側溶接部端部との距離 

計器スタンションの質量 

溶接箇所数 

評価上引張力を受けるとして期待する溶接箇所数（正面方向転倒) 

評価上引張力を受けるとして期待する溶接箇所数（側面方向転倒) 

溶接部に作用するせん断力 

水平方向地震により溶接部に作用するせん断力 

鉛直方向地震により溶接部に作用するせん断力 

溶接脚長 

mm 

mm2 

mm2 

 

mm2 

mm 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

N 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

N 

mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

σｔ 

σｗ 

τ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

溶接部に生じる引張応力 

溶接部に生じる組合せ応力 

溶接部に生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 1－2に示すとおりとする。 

 

表 1－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とす

る。  
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1.3 評価部位 

制御棒駆動機構充てん水圧力の耐震評価は「1.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる溶接部について評価を実施する。 

制御棒駆動機構充てん水圧力の耐震評価部位については，表 1－1の概略構造図に示す。 

 

1.4 固有周期 

1.4.1 基本方針 

制御棒駆動機構充てん水圧力の固有周期は，振動試験（自由振動試験）にて求める。 

 

1.4.2 固有周期の確認方法 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装

置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。制御棒駆動機構

充てん水圧力の外形図を表 1－1の概略構造図に示す。 

 

1.4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 1－3に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

であることを確認した。 

 

               表 1－3 固有周期               （単位：s） 

 

  

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011A） 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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1.5 構造強度評価 

1.5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 計器スタンションは溶接により基礎に埋め込まれた埋込金物に設置されており，固定端

とする。 

(4) 転倒方向は，正面方向及び側面方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許容

値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる

位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

制御棒駆動機構充てん水圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 1－4に示す。 

 

1.5.2.2 許容応力 

制御棒駆動機構充てん水圧力の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 1－5のとおりとする。 

 

1.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

制御棒駆動機構充てん水圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 1－6に示す。 
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表 1－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 制御棒駆動機構充てん水圧力 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ

＊

 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常 

停止信号 

制御棒駆動機構充てん水圧力

低 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ

＊

 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

  



 

 

K6 ① Ⅵ-2-6-1(6) R0 

1
1
 

表 1－5 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ

＊

 1.5・ｆｓ

＊

 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3 ：すみ肉溶接部の許容応力は母材の許容せん断応力とする。
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表 1－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

溶接部 STKR400 周囲環境温度 100 196 373 ― 

 

 

 

 

 



 

13 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
6
-
1(
6
)
 R
0 

1.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 1－7に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き設定する。 

 

表 1－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構充

てん水圧力 

(C12-PT011A) 

原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200 

(T.M.S.L.-1.700＊) 

 0.05 以下 ＣＨ=0.59 ＣＶ=0.63 ＣＨ=1.36 ＣＶ=1.27 

 注記＊：基準床レベルを示す。 

 

  

 



 

14 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
2-
6
-
1(
6
)
 R
0 

1.5.4 計算方法 

1.5.4.1 応力の計算方法 

1.5.4.1.1 溶接部の応力 

溶接部の応力は，図 1－2及び図 1－3 で示す溶接部端部を支点とする転倒を考

え，これを片側の溶接部で受けるものとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－2 計算モデル（正面方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－3 計算モデル（側面方向） 

  

ｍ･ＣＨ･g 

転倒支点 

ｍ･（1＋ＣＶ）･g 

ａ 

転倒方向 

ｈ
2 

転倒支点 

引張りを受ける
溶接部 

ｂ
２
 

：力を受けると仮定する溶接部 

z 

y 

ｂ１ z 

y 

z 

x 

転倒方向 

引張りを受ける 
溶接部 

ｍ･（1＋ＣＶ）･g 

ｈ２ 

ｍ･ＣＨ･g 

ａ 

転倒支点 
転倒支点 

  

３
 

ｂ
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(1) 引張応力 

溶接部に対する引張力は，図1－2及び図1－3それぞれの溶接部を支点とする転

倒を考え，これを全溶接断面積で受けるものとして計算する。 

引張力 

計算モデル図1－2の場合の引張力 

Ｆｗ１＝ｍ・g・A

ＣＨ・ｈ２

 ｎfＨ・ ａ
 ＋

(1＋ＣＶ)・ｈ２

E ｎfＶ・ ｂ
E A  ·········  (1.5.4.1.1.1) 

計算モデル図1－3の場合の引張力 

Ｆｗ２＝ｍ・g・A

ＣＨ・ ３＋(１＋ＣＶ)・ｈ２

E ｎfＶ・ ｂ
E A  ··········  (1.5.4.1.1.2) 

Ｆｗ＝Max（Ｆｗ１，Ｆｗ２）  ·························  (1.5.4.1.1.3) 

引張応力 

Aσｔ＝
Ｆｗ

ＡｗE

  ·······································  (1.5.4.1.1.4) 

ここで，溶接部の有効断面積Ａｗは，次式により求める。 

Ａｗ  ＝ ａ・（ｂ１＋ｂ２）  ·························  (1.5.4.1.1.5) 

ただし，溶接部の有効のど厚ａは，次式により求める。 

ａ ＝ 0.7・ｓ  ····································  (1.5.4.1.1.6) 

 

(2) せん断応力 

溶接部に対するせん断応力は，各方向の有効せん断面積で受けるものとして計

算する。 

せん断力 

Ｑｗ１＝ ｍ・g・ＣＨ  ·······························  (1.5.4.1.1.7) 

Ｑｗ２＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ）  ·························  (1.5.4.1.1.8) 

Ｑｗ＝ A (Ｑｗ１)2 ＋(Ｑｗ２)2 E  ·······················  (1.5.4.1.1.9) 

せん断応力 

τ＝A

Ｑｗ１

 ｎ・Ａｗ１

2

 + 
Ｑｗ２

E ｎ・Ａｗ２

2

EA  ············  (1.5.4.1.1.10) 
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ここで，せん断力を受ける溶接部の有効断面積Ａｗ１及びＡｗ２は，次式により

求める。 

Ａｗ１ ＝ ａ・ｂ１  ································  (1.5.4.1.1.11) 

Ａｗ２ ＝ ａ・ｂ２  ································  (1.5.4.1.1.12) 

 

(3) 組合せ応力 

溶接に対する組合せ応力は，各応力を足し合わせたものとして計算する。 

σｗ ＝ A (σｔ)2 ＋τ2
EA  ···························  (1.5.4.1.1.13) 

 

1.5.5 計算条件 

1.5.5.1 溶接部の応力計算条件 

溶接部の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【制御棒駆動機構充てん水圧力

（C12-PT011A）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

1.5.6 応力の評価 

1.5.6.1 溶接部の応力評価 

1.5.4.1 項で求めた溶接部の各応力は以下の表に示す許容応力以下であること。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｗ 
 Ｆ 

1.5
・1.5 

 Ｆ 

1.5
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｗ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 

  

＊ 

＊ 
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 1.6 機能維持評価 

1.6.1 電気的機能維持評価方法 

制御棒駆動機構充てん水圧力の電気的機能維持評価については以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，基

準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

制御棒駆動機構充てん水圧力の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき，類似形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－8に示す。 

 

表 1－8 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011A） 

水平  

鉛直  
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1.7 評価結果 

1.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

制御棒駆動機構充てん水圧力の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011A） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200 

（T.M.S.L.-1.700＊） 

 0.05 以下 ＣＨ＝0.59 ＣⅤ＝0.63 ＣＨ＝1.36 ＣⅤ＝1.27 100 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 制御棒駆動機構充てん水圧力 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ2 

(mm) 

s 

(mm) 

ａ 

(mm) 
Ａｗ 

(mm2) 

Ａｗ１ 

(mm2) 

Ａｗ2 

(mm2) 
ｎ 

ｂ1 

(mm)

ｂ2 

(mm)

３
 

(mm) 

ａ
 

(mm) 

ｂ 

(mm) ｎｆＶ ｎｆＨ 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

溶接部   3.2 2.2 182.8 91.39 91.39 2 40.8 40.8    1 2 196 373 196 235 正面方向 正面方向 

 

 

  

注記＊：基準床レベルを示す。 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 溶接部に作用する力                                                                  (単位：N)  

部材 

Ｆｗ Ｑｗ 

弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部     

 

1.4 結論 
1.4.1 溶接部の応力                                                                                           (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 STKR400 

引張り σｔ＝2 ƒｔｗ＝113＊ σｔ＝4 ƒｔｗ＝135＊ 

せん断 τ ＝3 ƒｓｗ＝113＊ τ ＝4 ƒｓｗ＝135＊ 

組合せ σｗ＝3 ƒｗ  ＝113＊ σｗ＝5 ƒｗ  ＝135＊ 

すべて許容応力以下である。                                      注記＊：すみ肉溶接部の許容応力は母材の許容せん断応力とする。 

 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                                             (×9.8m/s2)  
 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

制御棒駆動機構 

充てん水圧力 

(C12-PT011A) 

水平方向 1.12  

鉛直方向 1.06  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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ａ 

ａ 

転倒方向 

ｈ
2
 

（正面方向） 

h２ 

（側面方向） 

３
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ｂ
 

ｂ
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2. 制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011B,C,D） 

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，制御棒駆動機構充てん水圧力が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

制御棒駆動機構充てん水圧力は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。

以下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，制御棒駆動機構充てん水圧力は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の壁掛形ス

タンションであるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-8 計器スタンションの耐

震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

制御棒駆動機構充てん水圧力の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより取付板に固定さ

れ，取付板は，取付板取

付ボルトにより計器スタ

ンションに固定される。 

計器スタンションは，基

礎に基礎ボルトで設置す

る。 

 

弾性圧力検出器 【制御棒駆動機構充てん水圧力】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

名称 

制御棒駆動機構 

充てん水圧力 

（C12-PT011B） 

制御棒駆動機構 

充てん水圧力 

（C12-PT011C） 

制御棒駆動機構 

充てん水圧力 

（C12-PT011D） 

たて 424 424 424 

横 250 250 250 

高さ 850 850 850 

正面 側面 

検出器 

取付板取付ボルト 
取付板 

計器取付ボルト 
計器 
スタンション 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

基礎 
（壁面） 

（正面方向） （側面方向） 

横 
 

高
さ
 

たて 

平面 基礎 
（壁面） 

(単位：mm) 
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2.3 固有周期 

2.3.1 固有周期の確認 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装

置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛

であることを確認した。固有周期の確認結果を表 2－2に示す。 

 

  

表 2－2 固有周期              (単位：s) 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011B） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011C） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011D） 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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2.4 構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

制御棒駆動機構充てん水圧力の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付

資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき行う。 

 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

制御棒駆動機構充てん水圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 2－3に示す。 

 

2.4.2.2 許容応力 

制御棒駆動機構充てん水圧力の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 2－4のとおりとする。 

 

2.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

制御棒駆動機構充てん水圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 2－5に示す。 

 

2.4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011B）

の耐震性についての計算結果】，【制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011C）の耐震性に

ついての計算結果】，【制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011D）の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 2－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 制御棒駆動機構充てん水圧力 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ

＊

 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常 

停止信号 

制御棒駆動機構充てん水圧力

低 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ

＊

 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 2－4 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ  1.5・ｆｔ   1.5・ｆｓ
 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 2－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 100 194 373 ― 

 



 

29 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
6
-
1(
6
)
 R
0 

2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

制御棒駆動機構充てん水圧力の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 

添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価

方法に基づき行う。 

スタンションに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確

認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－6に示す。 

 

表 2－6 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011B） 

水平  

鉛直  

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011C） 

水平  

鉛直  

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011D） 

水平  

鉛直  
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2.6 評価結果 

2.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

制御棒駆動機構充てん水圧力の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011B） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200 

（T.M.S.L.-1.700＊） 

 0.05 以下 ＣＨ＝0.59 ＣⅤ＝0.63 ＣＨ＝1.36 ＣⅤ＝1.27 100 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 制御棒駆動機構充てん水圧力 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ2 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト   
16 

（ M16 ） 
201.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 

 

 

部材 
3
 

(mm) 

  a
 

(mm) 

 b 
(mm) ｎｆＶ ｎｆＨ 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト    2 2 194 232 正面方向 正面方向 

 

 

 

  

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                             (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝1 ƒｔｓ＝116＊ σｂ＝1 ƒｔｓ＝139＊ 

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝89 τｂ＝1 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

制御棒駆動機構 

充てん水圧力 

（C12-PT011B） 

水平方向 1.12  

鉛直方向 1.06  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向 

ｈ
2
 

a 

（正面方向） 

ｈ2 a 

（側面方向） 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ）  

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ）  

３
 

３
 

ｂ
 

ｂ
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【制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011C） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200 

（T.M.S.L.-1.700＊） 

 0.05 以下 ＣＨ＝0.59 ＣⅤ＝0.63 ＣＨ＝1.36 ＣⅤ＝1.27 100 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 制御棒駆動機構充てん水圧力 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ2 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト   
16 

（ M16 ） 
201.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 

 

 

部材 
3
 

(mm) 

  a
 

(mm) 

 b 
(mm) ｎｆＶ ｎｆＨ 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト    2 2 194 232 正面方向 正面方向 

 

 

 

  

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                             (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝1 ƒｔｓ＝116＊ σｂ＝1 ƒｔｓ＝139＊ 

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝89 τｂ＝1 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

制御棒駆動機構 

充てん水圧力 

（C12-PT011C） 

水平方向 1.12  

鉛直方向 1.06  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向 

ｈ
2
 

a 

（正面方向） 

ｈ2 a 

（側面方向） 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ）  

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

 
ｂ
 

ｂ
 

３
 

３
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【制御棒駆動機構充てん水圧力（C12-PT011D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構充てん水圧力 

（C12-PT011D） 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.-8.200 

（T.M.S.L.-1.700＊） 

 0.05 以下 ＣＨ＝0.59 ＣⅤ＝0.63 ＣＨ＝1.36 ＣⅤ＝1.27 100 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 制御棒駆動機構充てん水圧力 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ2 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト   
16 

（ M16 ） 
201.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 

 

 

部材 
3
 

(mm) 

  a
 

(mm) 

 b 
(mm) ｎｆＶ ｎｆＨ 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト    2 2 194 232 正面方向 正面方向 

 

 

 

  

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト     

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                             (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝1 ƒｔｓ＝116＊ σｂ＝1 ƒｔｓ＝139＊ 

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝89 τｂ＝1 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

制御棒駆動機構 

充てん水圧力 

（C12-PT011D） 

水平方向 1.12  

鉛直方向 1.06  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向 

ｈ
2
 

a 

（正面方向） 

ｈ2 a 

（側面方向） 

基礎ボルト 
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ｂ
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